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2014年 4月. 1997年以来 17年ぷりとなる消費税の増税が実施された。政府はこれにより 4.5

















された 2013年 10月以降は増加傾向にある一方で，増税が実施された 4月以降には減少に転じて
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( 2 ) 1997年4月に実施された消費税率引き上げの影響に関しては，本間・橋本・前川 (2000)を参考に
されたL、。
(3 ) 例えば，大和総研 (2014)，みずほ総合研究所 (2014)，第一生命研究所 (2014)など。
(4) 2013年3月27日国税庁発表「平成26年4月1日以後に行われる資産の譲渡等に適用される消費税
率等に関する経過措置の取り扱いについて(法令解釈通達)J。























2013年4-6月 2013年7-9月 2013年10-12月 2014年1-3月 2014年4-6月
泊
リフォー ム -14.13% 5.65% 14.16% 14.61% 20.08% 
自動車 -31.72% -10.09% 亡 45・2.0% I 0.97% 12.44% 
家事用耐久財 15.36% 13.43% 100.22% -21.30% 
冷暖房器具 -13.36% 29.87% 16.72% 79.76% -9.08% 
娯楽用耐久財 3.76% 4.79% 13.01% 55.63% 13.51% 
定期券 -0.7 % 9.1 %-1 -8.5 % -0.3 % -30.7 % 
食用油 ・調味料 1.9 % -1.6 % -0.1 % 9.8 % -7.4 % 
家事雑貨 ・消耗品 2.6 % -1.6 % -2.0 % 18.1 % -8.0 % 
酒類 1.4 % 0.3 % 2.9 % 8.7 % -4.5 % 
理容 ・美容用品 3.4 % 0.5 % -3.6 % 14.8 % -17.1 % 
資料・内閣府 「家計調査」における家昔ト収支編・総世帯より，名目値から計算 (デー タ入手時期・ 2014年9月15日)
( 5 ) しかしクνジットカードの利用があった場合，家計調査などでは決済時ではなく，カード代金の口座
引き落とし時点において認識されるため駆け込み消費の影響が経済全体の金額として即時に反映される
わけではなL、。

























































減少 やや減少 不変 やや増加 増加




不変 75 吋 L!ct7ω] 5 。
やや増加 I act3 63 1971 ract5 22 


























分類 サイズ 地税前 増税後
actl 444 減少 → 減少
act2 462 不変 → 減少
act3 339 増加 → 減少
act4 20 減少 → 不変
act5 14 増加 → 不変
act6 8 地加 → 増加










(8 ) 分類に含まれていないが，表2のact7右に位置する 5つのサンプルについても除外している。






































Watanabe et al. (2001)は，税の種類を4つに分類し，それらの税政策が消費者の支出にど
のような影響を与えるか研究することを目的としている。税の種類は，一時的な税の変更か継続














表4は，本稿が分類した actが， Watanabe et al. (2001)の分類したタイプとどのように対
応するか示している。 Watanabeet al. (2001)の分類に従うと，本稿で使用するデータでは
permanent income consumersの割合は 33%となる。また， Ricardian consumersは43%と
なる。 Watanabeet al. (2001)は複数の税の変更を記録している時系列データ奇用いているの
で，一時的な税の家更と継続的な税の変更を消費者が識別したかどうかの分析が可能になってい
表4 本分析のactと先行研究の対応関係
本稿 所得効巣 代替効巣 割合 Watanabe et al. (2001) 
act1 。 × 18% permanent income consumcrs 
act2 。 × 19% near-rationalまたはcurrentincome consumers 
act3 。 。 14% permanent income consumers 
act4 x(O) × 1% permanent income consumcrs 
act5 × O 5% 分類不能
act7 × × 43% Ricardian consumers 
(10) 代表的個人を仮定した恒常所得仮説をベンチマークとする理論モデルを示し，マクロデータを用いて
1980年代以降の日本の消費変動を分析しているものに，祝迫・岡田 (2009)がある。







(13) 注(11)のように解釈するのであれば， permanent income consumers， near-rational consumers， 
Ricardian consumers はforwardlooking consumersである， と指摘している。ただし， Ricardian 
consumersは将来の増税で現在の減税を相殺させると考えている点で，他の2っと違うことも述べている。




ることはわかる。よって， near-rational consumersまたは currentincome consumersである
割合は 19%である。 Watanabeet al. (2001)の推計によれば， current income consumersが
24%であること， permanent income consumersや Ricardianconsumersが0%である可能性
が棄却できないことを示唆している。本稿で使用するデータと比較すると，かなりの講離が生じ
























象とした異時点閣の代替効果に着目した論文に， Hendel and Nevo (2004， 2006)などが挙げられる。
(15) 所得階級は 1-9で示され，それぞれ順に 200万未満， 200万-400万未満， 400万-600万未満， 600 
万-800万未満， 800万-1，000万未満， 1，000万-1，200万未満， 1，200万-1，500万未満， 1，500万~
2，000万未満， 2，000万以上である。
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衰5 act1 ~7 の属性の検定
全体平均との差
変数 全体平均
actl act2 act3 act4 act5 act7 
女性ダミー 0.438 -0.021 0.047** 0.190率格* 0.062 0.080* -0.087市*本
(0.496) (0.023) (0.023) (0.026) (0.115) (0.047) (0.015) 
年 齢 47.588 2.477**端 0.704 -4.509車市* 2.762 -5.202*** 0.758* 
03.825) (0.642) (0.654) (0.697) (3.275) (1.248) (0.425) 
同居家族人数 2.806 -0.013 0.021 0.082 0.294 0.028 -0.070* 
(l.249) (0.058) (0.059) (0.069) (0.355) (0.122) (0.038) 
既婚者ダミー 0.651 0.022 0.015 -0.002 0.049 -0.020 -0.006 
(0.477) (0.022) (0.022) (0.026) (0.105) (0.045) (0.015) 
子持ちダミー 0.243 -0.023 -0.005 0.081端本車 -0.093 0.002 -0.012 
(0.429) (0.020) (0.020) (0.025) (0.082) (0.040) (0.013) 
個人所得 2.312 -0.142** -0.161 ** -0.293車様策 -0.612申* 0.159 0.236期療*
(1.520) (0.067) (0.068) (0.076) (0.219) (0.163) (0.054) 
世帯所得 3.714 -0.299*** -0.220** 0.026 0.220 0.323 0.188 *串*
(l.747) (0.099) (0.089) (0.103) (0.441) (0.207) (0.065) 
配偶者所得 2.217 -0.082 -0.129 0.427*村 0.237 0.249 -0.083 
(l.490) (0.096) (0.082) (0.099) (0.474) (0.209) (0.064) 
教育年数 14.790 -0.201 ** -0.129 0.103 -0.790* 0.122 0.112市
(l.899) (0.094) (0.088) (0.097) (0.410) (0.178) (0.060) 
幸 福 度 3.472 -0.315車場権 -0.010 0.038 -0.172 0.253ホホ 0.116キ申
(l.069) (0.058) (0.050) (0.059) (0.282) (0.094) (0.030) 
経済的満足度 2.716 -0.457*** -0.207*** -0.097 -0.366 0.354 *** 0.294ホ**
(1.186) (0.056) (0.053) (0.064) (0.274) (0.111) (0.035) 
右 翼 度 5.832 -0.338*ホ端 -0.030 -0.361 *権* -0.519 0.509** 0.192本*キ
(l.870) (0.108) (0.099) (0.115) (0.546) (0.201) (0.066) 
内閣支持 3.034 -0.438事略取 -0.115ホ -0.076 0.116 0.264 ** 0.222*阜市
(l.280) (0.064) (0.059) (0.068) (0.274) (0.112) (0.039) 
L一一一一一一一
1) 全体の列の c)内は標準偏差， act1 ~act7 の列の( )内は標準誤差をそれぞれ示す。
2) 市は 10%有意，帥は 5%有意，料噌は 1%有意をそれぞれ示す。







齢は act1が平均より 2.5歳程度高く，反対に act3で4.5歳， act5で5.2歳低い。同居人数は act
問で明確な差がみられなかった。家族構成に関しては，配偶者の有無に有意な差を見出すことは
できなかったが，就学中または未就学の子どもを持つ割合は act3が多いことが分かった。個人
所得は act1， 2， 3， 4において平均より低く， act7は平均より多いという結果を得た。一方，配
偶者所得は act3で多L、。これは act3の回答者が女性であることを反映していると思われる。世


















帯所得をみてみると， act1， 2が平均よりも有意に低く， act7は高くなっている。教育年数は
act1で低く，このことは act1の平均的な所得が他の actよりも低いことに影響を及ぼしている
と考えられる。 act5，7は平均より幸福度は高い傾向がある一方， act1は低い。経済的満足度は



















act4はact1， act3と同様に permanentincome consumersと定義された消費者タイプであ



































(677 ) 消費税増税時における消費行動の異質性 125 
③ 消費税引き上げに対する消費行動タイプにより主要属性は大きく異なる。特に以下の 2点
は強調してよいだろう。すなわち，駆け込み消費タイプ (act3)で女性が多いのに対して，







タにより作成した， 2014年4月 (8%引き上げ時点)， 2015年 10月 (10%引き上げ予定時点)， 10 
年後のそれぞれの時点について個人が適正であると判断する税率の平均値について検討したもの
である。
全体を概観すると， act1はすべての時点で他の actよりも低い税率を適正と考えている。 act2
も同様であるが，平均からの事離幅は小さL、。これら act1， 2に共通していることは必ず消費量
を減らすという点である。また，駆け込み消費を行なう act3は平均と遜色がない。また， act5， 
7のように経済的に満足しているグループでは平均よりも高い税率が適正だと考えている。
次に時点別に検討しよう。 2014年4月時点に注目すると，全体平均は 6.6%であり，実際の税
率8%よりはかなり低い。最も高い act7でも 7.2%であり， 8%には達しない。 2015年 10月に関
しては， どの actも2014年4月よりは高い消費税率が適正と考えているが， act聞の相対的な
差異は 2014年4月と同様である。また，政府は税率を 10%に引き上げるとしているが， act5， 7 
でもようやく 8%台である。 10年後では act5で有意性は消えているが，これは act1以外の平均
が9%以上となり，平均との差が小さくなったことが原因である。 act1については 10年後でも







act1 act2 act3 act4 act5 act7 
適正税率 6.622 -1.174*事事 -0.203端帯 -0.175 1.167 0.453帯構 0.581噂常事
(2014年4月) (2.526) (0.142) (0.100) (0.140) (0.804) (0.203) (0.077) 
適正税率 7.578 1.441市場* 一0.314*ホ噂 一0.156 0.790 0.564様車 0.738*** 
(2015年 10月) (3.029) (0.165) (0.121) (0.168) (0.814) (0.221) (0.096) 
適正税率 9.725 -2.131事事事 -0.431事* -0.529* 0.064 0.255 1.310キ*ホ
(10年後) (4.784) (0.243) (0.208) (0.277) (0.850) (0.384) (0.163) 
※上記表に関する注釈については，表5に準ずる。
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表8 属性別の適正税率
a.年齢 b.性別
20代 30代 40代 50代 60代 男性 女性
2014年 4月 6.57% 6.50% 6.49% 6.65% 6.79% 2014年 4月 6.75% 6.45% 
2015年 10月 7.45% 7.30% 7.41% 7.75% 7.81% 2015年 10月 7.79% 7.30% 
10年後 8.83% 9.23% 9.31% 9.85% 10.62% 10年後 10.36% 8.86% 
C.世帯年収
200万 200- 400- 600- 800- 1，000- 1，200- 1，500- 2，000万
未満 400万 600万 800万 1，000万 1，200万 1，500万 2，000万 以上
2014年 4月 5.63% 6.33% 6.76% 6.74% 6.96% 6.74% 6.96% 7.10% 7.09% 
20日年 10月 6.37% 7.19% 7.85% 7.68% 8.00% 7.61% 8.27% 8.14% 8.50% 
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